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1. はじめに

最近，今後 30年以内にM7クラスの大地震が起こる確
率が高いといわれており，特に超高層建築においては大地
震後の建物機能の維持へのニーズは高い 1)。　

JFEでは，履歴型ダンパー用の極低降伏点鋼（JFE-LY100）
と低降伏点鋼（JFE-LY225）および座屈拘束ブレース型，
壁型，間柱型の 3種類の制振ダンパーを商品化 2)しており，
履歴型 -粘弾性型の複合ダンパーも開発している。本論で
は，最近の超高層建物への制振構造の構造設計時の注意点
について述べ，JFEで開発した制振ダンパーの構造性能に
ついて概説する。さらに，超高層建物に設置された制振ダ
ンパーの長周期地震動に対する性能評価 3)および JFEの制
振ダンパーの超高層建築物への適用例について紹介する。

2. 制振ダンパーと超高層の構造設計

2.1 超高層建築の構造設計の最近の傾向

超高層建築の構造設計は，主体骨組に比較的大きな弾性
限を付与し，地震時の塑性化を軽減するとともに安全限界

時の固有周期を長くして地震時の入力エネルギーを小さく
することで，耐震安全性とともに経済合理性も追求する検
討がなされる 4)。このため，使用鋼材は高張力化される傾
向にあるが，高張力鋼材の使用は骨組の剛性低下を招くた
め，強風時の居住性が低下する傾向を示す。したがって，
地震時の安全性，強風時の居住性の向上および経済性を同
時に満たすためにエネルギー吸収デバイスを用いた制振構
造を採用する例が多い。
大手設計事務所および GCの構造設計部門へのヒアリン

グ結果によれば，近年，高さ 60 m以上の超高層鉄骨建物
ほぼすべてに何らかのエネルギー吸収デバイスが設置され
ており，履歴型ダンパーは最もコストパフォーマンスの高
いエネルギー吸収デバイスであるとの評価を得ている。ま
た，エネルギー吸収部材の約 7割に低降伏点鋼材などのダ
ンパー用鋼材が使用されており，ひずみ硬化およびひずみ
速度依存性の比較的小さい LY225がそのうちの約 9割を占
めている。
履歴型ダンパーでは，座屈拘束ブレースタイプが最も適

用例が多い。壁タイプは剛性および耐力を大きくすること
が容易であるが，開口部がとりにくいなど計画上の制約と
なる場合が多い。この点，間柱型は開口部を設けやすいが，
後述するようにダンパーを支持する部材や取付く梁部材の
曲げ変形の影響を受けるため剛性が低くなる。ただし，梁
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の剛性が比較的大きく，通路などの開口部をとる必要のあ
る居住系超高層 RC造建物への採用がここ 3年ほど増加し
ている。座屈拘束ブレースタイプは，これらの観点よりバ
ランスのとれた履歴型ダンパーとして，まずこのタイプが
適用検討されることが多いようである。

2.2 効果的な履歴型ダンパー付骨組の設計方法

履歴型ダンパー付骨組の復元力特性を図 1に示す。履歴
型ダンパー付骨組の復元力特性は，柱および梁からなる主
体骨組とダンパーおよびダンパーの接合・支持部材よりな
るダンパー部分に分けられる。主体骨組とダンパー部分を
置換したせん断バネはそれぞれ完全弾塑性型の復元力特性
を有するものとする。図 1に示すダンパー付骨組の復元力
特性の縦軸は層せん断力Q，横軸は層間変位 δを表す。�は
ダンパーの降伏せん断力レベルを表す指標であり，系全体
の最大層せん断力 Quに対するダンパー部分の分担率を表
す。ψはダンパー部分がエネルギー吸収を開始する時の系
全体の層せん断力レベルを表す指標であり，トリガーレベ
ル係数と呼ぶ。ダンパー部分の弾性剛性 KDと主体骨組の
弾性剛性 KFの比を剛性比 kと呼ぶ。剛性比 kは，弾性域
におけるダンパー部分と骨組のせん断力分担比を意味す
る。KDの算定に際しては，ダンパー部分に隣接する柱の軸
伸縮による変形成分を考慮する必要がある。
履歴型ダンパーが主体骨組より先に降伏するための条

件，すなわち履歴型ダンパーの成立条件は，δDy � δFyであ
る。これより，ダンパー部分の耐力分担率 �は下式を満た
す必要がある 5）。

 k
� � U� � —………………………………… (1)

 1 � k

ここに，U�はダンパー部分の耐力分担率 �の上限値である。
一方，ダンパー部分の耐力分担率 �の適正値 �optに関し

ては，主体骨組の塑性変形が軽微であることを前提に，次
の値が提案されている 6)。

 k
�opt � — …………………………… (2)

 1�k�2��1�k

また，ダンパー部分の有効な履歴減衰効果が期待できる
範囲を次のように提案している 7)。

 10.1 � � � U�opt � 1 � —…………………… (3)
 ��1�k

�が �opt付近の場合に変位応答は最小となり，U�を超え
るとダンパー部分の履歴減衰効果は徐々に低下する傾向が
あることが地震応答解析結果により検証されている 8,9)。

(1)～(3)式の値を図 2に示す。剛性比 kは 0.5～2の範囲
が望ましいので，各階の耐力分担率は 0.1～0.3の範囲で剛
性比 kに応じて設定すればよいことが分かる。
ダンパーは主体骨組に比較して早期に降伏するので ,塑
性化後のひずみ硬化による耐力上昇についても配慮が必要
となる。
ここではダンパー用鋼材の耐力の上限値を規格最大
耐力の中央値，すなわち LY100で 250 N/mm2，LY225で
350 N/mm2とする。LY100および LY225の材料基準強度
はそれぞれ 88 N/mm2，LY225で 225 N/mm2としてよいの
で，LY100を用いたダンパーでは約 2.8倍，LY225を用い
たダンパーで約 1.6倍の耐力上昇を見込めばよいことにな
る。図 2には LY100の耐力上昇を考慮して，ダンパー耐力
分担率の上限値に 1/2.8を乗じた値もプロットしている。
k � 2までの範囲では，この値は比較的 �optに近い数値をと
ることが分かる。すなわち，ダンパー耐力分担率 �を kに
応じて，�opt未満に設定すれば早期にダンパーが履歴減衰
効果を失うことはない。
以上より，各階のダンパーの耐力が �opt以下に設定され

ていれば，ひずみ硬化によるダンパーの耐力上昇を考慮す
る必要はないものと考えられる。LY225のようにひずみ硬
化が比較的小さいダンパー用鋼材を用いる場合には，U�付
近に設定してもひずみ硬化によるダンパーの耐力上昇の影
響は小さい。

Ψ:Trigger level coefficient
�:Strength ratio of the damper
k:Stiffness rato of the damper
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Fig. 1  Restoring characteristics of MRF with hysteretic damper
図 1  履歴型ダンパー付骨組の復元力特性
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Fig. 2  Relationship of � to k
図 2  ダンパーの耐力分担率の範囲
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2.3 履歴型ダンパー系の弾性剛性

以上のように履歴型ダンパー付き骨組みの設計には各層
の履歴型ダンパーとその支持部材（以下，ダンパー系と称
する）の耐力と剛性の 2つのパラメータを主体骨組みに対
して適切に設定する必要がある。ダンパー系の耐力はダン
パー降伏時のダンパー系に作用するせん断力として簡単に
評価できる。しかし，特に超高層建築の場合，ダンパー系
の剛性はダンパーを支持する柱の伸縮による全体曲げ変形
の影響を大きく受け，その評価には注意が必要である。
以下にその影響を解析的に評価する方法を示す。
i層のダンパー系の弾性剛性 KDiを，i層のダンパー降伏

時の層間変位のせん断変形成分 Sδyiとダンパー設置スパン
の柱の軸伸縮による曲げ変形成分 Mδyiを例にして図 3に示
す。QDyiは，ダンパー系の降伏せん断力である。Hiは階高
を示す。Mδyiを無視すれば，ダンパー系の弾性剛性は SKDi

となるが，実際には Mδyiによって見かけの剛性が MKDiま
で低下する。
座屈拘束ブレースの場合の Sδyiに関する弾性剛性 SKDiは，

図 4のように，ブレースおよび梁の軸伸縮を考慮して次式
で表される。

 2
SKDi � — ……………………… (4)

 L3
BRi LD — � —

 EA
eq
BRiLD EABi

 ABi
A

eq
BRi � — ……………………………… (5)

 1�λ
 λ � —
 �

ただし，LBRi，λLBRiはそれぞれ i層のブレース全長および接
合部を除いたダンパーの長さ，ABRi，�ABRiはブレース断面
積および接合部の断面積，A

eq
BRiはブレースの等価断面積，

2LDはダンパーが設置されているスパンの長さ，ABiは i層
の上側床梁の断面積，Eはヤング係数である。

i層の上下の床梁には図 4(b)のように� iの相対回転角が
生じる。この� iを用いて，Mδyiは次式で表される。

 i�1 ∑
Mδyi �   � kHk ………………………………… (6)

 k�1

柱にはダンパーからの付加軸力 NDiが加わり，図 4(b)の
ように柱が軸伸縮する。この i層の柱の軸伸縮量 uiは次式
で表される。

 NDi Hiui � — …………………………………… (7)
 EACi

 1 N ∑
NDi � —  QDyi Hj ………………………… (8)

 2LD j�i�1

ただし，Aciは i層のダンパーに隣接する柱の断面積である。
(7)式の uiを用い，i層の相対回転角� iは次式となる。

 ui
� i � — ………………………………………… (9)

 LD

したがって，MKDiは次式で表される。

 QDyi
MKDi � —……………………… (10)

 Hi 
i�1

 NDk Hk 
∑

 —  —
 ELD k�1 ACk

(4)，(10)式を用いれば，i層のダンパー系の弾性剛性
KDiが得られる。座屈拘束ブレースが i層の下側の梁で一
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Fig. 3  Elastic stiffness of hysteretic damper system
図 3  ダンパー系の弾性剛性
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点に交差する逆 K型の場合は，(8)式の i � 1を iに変える
ことによって算定できる。
図 5には，座屈拘束ブレースと間柱型の履歴型ダンパー

を用いて設計した 8層骨組の，全体曲げ変形を考慮した場
合と無視した場合のダンパー系の剛性を示す。座屈拘束ブ
レースのダンパー系の剛性は，間柱のそれと比較して 2～3

倍高いこと，また，8層建物でも上層部ではその影響を無
視した場合に比較して，見かけの剛性が半分以下に低下す
ることが分かる。座屈拘束ブレースでは柱の軸伸縮による
全体曲げ変形の影響を，間柱型のダンパーではせん断パネ
ルの支持部材や取りつく梁の弾性変形の影響を大きく受け
ることが分かる。

3. JFEの制振デバイス

3.1 履歴型ダンパーの構造形式

JFEの履歴型制振ダンパーの構造形式は図 6に示す 3タ
イプ（ブレースタイプ，部分壁タイプ，壁タイプ）であり，
それぞれ塑性化部分にダンパー用極軟鋼（ブレースタイプ
は SN400鋼も使用）を使用している。

3.2 せん断型ダンパーの復元力と疲労特性

せん断型制振ダンパー（壁，部分壁タイプ）は，パネル
部に用いられるダンパー鋼の鋼種および幅厚比が，ダン

パーの履歴特性およびエネルギー吸収量に影響する。また，
ダンパーが地震時に十分なエネルギー吸収特性を発揮する
ためには，風荷重などの低振幅から大地震時の大振幅まで
における繰り返し荷重による疲労特性を把握する必要があ
る。
せん断型制振ダンパーの性能確認試験として，鋼種，幅
厚比および載荷速度をパラメータとした漸増載荷試験，ま
た鋼種と載荷振幅をパラメータとした低サイクル疲労試験
を行っている。制振パネル試験は図 7に示す載荷装置を用
いて，150 tアクチュエータの変位制御により載荷を行った。
漸増載荷試験は，動的試験では 2 Hzの sin波を，静的試験
では 0.5 mm/sの三角波を入力波形とし，振幅は 1/800 rad

から 6/100 radまで比例的に増幅した後，き裂が貫通する
まで 6/100 radを繰り返した。また，低サイクル疲労試験
は最大耐力の 95％まで耐力が低下するか，パネル部にき裂
が貫通するまで繰り返し載荷を行った。以下に，一連の試
験結果から得られた復元力特性および疲労特性を示す。
静的漸増載荷試験結果より鋼種および幅厚比ごとに履歴

のモデル化を試みた。一般的には Ramberg-Osgood型のモ
デルが提案されているが，ここでは設計の際の簡易さと汎
用性を考慮して Tri-linear型のモデル化を行った。代表例
として LY225の場合を図 8(a)に示す。載荷振幅が増加す
るに従って実験の立ち上がり勾配が低下するため誤差が生
じるが，全体としてはほぼ近いループを描いている。さら

Brace type Assembled type Wall type

Fig. 6  JFE Hysteretic Damper
図 6  JFEの履歴型ダンパー
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図 7  パネル試験概要
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に， 図 8(b)に示すように累積塑性変形倍率を比較すると

低振幅時はほぼ一致しており， パネル変形角が大きくなる

につれ， 履歴モデルのエネルギー吸収量が 9割程度と若干

低く評価されていることが分かる。

制振パネルの疲労試験結果として各鋼種の全載荷振幅に

対する繰り返し数の関係を図 9に示す。 なお， 繰返し数

Nは耐力が最大耐力の 95％まで低下したときの繰返し数と

した。 弾性ひずみ， 塑性ひずみともに直線で近似でき，

Manson-Coffin則が成り立っている。 LY100は部分壁タイ

プの試験結果であるため， 拘束条件の違いから低振幅時に

若干塑性ひずみが大きくなる傾向があるが， 全体的には

LY225の疲労寿命が長く， 素材試験結果と同様の傾向を示

している。 また， 載荷振幅が約 0.01 rad以下の繰り返し

では， 破壊モードが溶接部の亀裂となるため， 鋼種の差

はほとんど表れなかった。

疲労寿命曲線は鋼種ごとに次式で表される。

∆gt∆gp∆ge

0.211 · (N95)0.4530.010 · (N95)0.136 

(LY100)

0.335 · (N95)0.5230.013 · (N95)0.138 

(LY225)…(11)

3.3 ブレース型ダンパーの復元力と疲労特性

ブレース軸材の座屈拘束方法に関しては， RC部材や鋼

管コンクリート， 形鋼などを用いた種々の提案がなされて

いる 10)。 座屈拘束ブレースの構成および設計時に共通し

て配慮すべき事項は， 下記の 2点である。

（1） 軸材の座屈を防止する耐力と剛性を付与

（2） 軸材の塑性縮み代の確保と軸材と拘束材の摩擦・付

着の絶縁

これらが， 担保されていればブレース軸材の座屈拘束方

法はどの方法でも良いことになる。 JFEのブレース型ダン

パーは図 10に示すように， 座屈拘束部材である鋼管によ

り構成したもので， 特別な絶縁材を必要としないところに

特徴がある。 上記の 2点は， 軸材と拘束鋼管の幅厚比と

径厚比およびクリアランスを適切に設定することにより担

保している。

筆者らは， 本ブレースが制振部材として十分な性能を発

揮するためのディテールを把握するため， 下記実験により

検討を行ってきた。

（1） 軸材の機械的性質， 補剛管細長比， 軸材幅厚比，

補剛管径厚比および軸材と補剛管の隙間 （クリアラ

ンス） をパラメータとした， ブレース単材の繰返

し載荷実験

（2） 実構造への適用性とブレース付き骨組としての履歴

特性を把握するための部分骨組実験

（3） 実地震動を考慮した高速載荷実験

（4） 疲労特性実験

ここでは， 履歴曲線のモデル化および疲労特性につい

て示す。 モデル化に際しては， なるべく単純な表現とす

るため， 降伏耐力 （sy） とひずみ硬化後の耐力 （sd）

を折れ曲がり点とした Tri-Linear型でモデル化を行った。

図 11に LY225の履歴曲線モデルを， 図 12にひずみ吸収

エネルギーから求めた累積塑性変形倍率の変化の実験値

とモデル値の比較を示す。 累積塑性変形倍率はモデル値

が実験値を若干下回るもののほぼよい対応を示してお

り， 本モデルで十分対応できるものと考える。

図 13に LY100および 225を軸材とした試験体と素材の

疲労試験結果を示す。 軸材の断面形状は平鋼， 円形鋼管

である。 図中の縦軸は全ひずみ範囲であり， 繰返し数

は， 引張側ピーク荷重が安定時荷重の 95％に低下したと

きの繰返し数とした。

図中には疲労寿命曲線の一例として， 次式の平鋼

（LY100） の結果も併記している。

∆εt∆εp∆εe
0.112 8 · (N95)0.4129

0.002 96 · (N95)0.100 1 …（12）

これより，座屈拘束材が適切に設計されたブレース型ダ

ンパーでは，軸断面形状に寄らず所定の変形能力を得られ
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図 9 疲労試験結果

Axial
member (Flat-bar)

Constraint
member (RHS)

Constraint
member (Tube)

Axial member
(Tube)

Fig. 10 Buckling restraint braces by tube
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ることが分かる。

4. 長周期地震動に対するダンパーの性能評価

4.1 海溝型地震による長周期地震動

東海・東南海・南海沖などを震源とする海溝型巨大地震
は長周期成分を多く含み，継続時間が長いという特徴があ
り，固有周期の長い超高層建物などへの影響が懸念され，
それらに用いられるダンパーには高い保有性能が求められ
る。
ここでは，前述した二重鋼管ブレースの保有性能が海溝
型巨大地震時に求められる性能を満たしているかを評価す
る。まず，海溝型地震の影響を大きく受けると考えられる

超高層建物モデルを作成し，海溝型地震であるOSA NS波
（模擬波）11)を入力地震動として時刻歴応答解析を行い，そ
の結果よりダンパーの必要性能を求める。次に，二重鋼管
ブレースに対して，上記の時刻歴応答解析より得られた構
造物応答波を与える動的実験を行う。そして実験結果から
保有性能を導き，算定した必要性能と比較する。

4.2 履歴型ダンパーの必要性能

4.2.1 入力地震波と解析モデル
解析モデルは図 14に示す，制振ブレースを X状に配置

した地上 40層鋼構造建物である。階高は 1階を 5 mとし，
他の階を 4 mとする。平面形状はすべての層で同一である。
部材構成は，柱は 600 � 600 mmで板厚 35～55 mmの箱型
断面，大梁が成 700～800 mmの幅 200～250 mmでフラン
ジ板厚 14～28 mmの H型断面である。減衰定数は 2％と
する。またブレース軸材の降伏応力度は 100 N/mm2で，
分布は第 1層の降伏耐力を基準として最適降伏せん断力係
数分布に従うものとする。架構のみモデルの 1次固有周期
は T1 � 4.64 sと設定してある。図 15に文献 3)，および
11)による長周期地震動のエネルギースペクトルを示す。
このうち解析では，OSA NS波を用いている。

4.2.2 解析結果
第 1層の制振ブレースの降伏せん断力係数 sαy1をパラ
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メータに，時刻歴応答解析を行う。図 16にエネルギー入
力の速度換算地 VEを，図 17に入力エネルギーに対する制
振ブレースの吸収エネルギーの比率を示す。図 16より
VE � 200～280 cm/sであり，図 15に示す VEとおよそ一致
している。図 17よりエネルギー吸収率が最大となる
sαy1 � 12 � 10�3を最適値 12)とする。最大層間変形角 Rの
高さ方向分布を図 18に示す。sαy1 � 12 � 10�3のとき，最
大変形角が最も大きい層第 7層でも Rは 1/100以内に収
まっていることが分かる。図 19に第 7層の制振ブレース
の累積塑性変形倍率 η13)を示す。sαy1が小さいほど ηの値が
大きく，最適値のとき ηd � 186.3である。また，このとき
の制振ブレース 1本当たりの累積塑性ひずみエネルギーWp

はWpd � 834.1 kN · mで，降伏耐力 Nyは，Nyd � 1 658.2 kN

である。この条件に合う制振ブレースを細長比 λ120以下と
して，下記実験で用いる径厚比 15の 100 N/mm2級低降伏
点鋼管で選定すれば，軸力管で φ298 � 19.9に相当する。

ただし，軸力管長さは両端に 1 m接合部を設けるとして
5.5 mとした。
解析結果の中でηの最大値ηdmaxは sαy1 � 2 � 10�3のとき，

658.6，Wpdmax � 491.5 kN · mであった。

4.3 履歴型ダンパーの保有性能

4.3.1 実験概要
試験体は両端部をピン接合とし，軸力管に径厚比 15の

100 N/mm2級低降伏点鋼管（JFE-LY100S），補剛管に普通
鋼管を用いる二重鋼管座屈拘束ブレース（内管補剛タイプ）
である。試験体詳細を図 20に示す。
載荷は試験体が破壊されるまで，以下に示す入力波を繰

り返し入力する。入力波は応答が厳しくなる条件のもと，
必要性能との比較を行うため，架構のみモデルで時刻歴応
答解析を行い，層間変形角が最大である第 7層の水平変位
応答波をもとに作成した。まず，水平変位応答波を制振ブ
レースの軸方向変位波に変換および試験体と解析で用いた

40

30

20

10

0

層間変形角, R (�10�3)
10 155

S
to

ry MRF

With
damper

架構のみ 
s α y1�0.012

Fig. 18  Distribution of story drift angle
図 18  最大層間変形角 Rの高さ方向分布

sαy1 (�10�3)

η

800

600

400

200

0
5 10 15 20

Fig. 19  h vs. sαy1

図 19  hと sαy1の関係

Length of axial

Reaction wall

Le�931

Crevis: φ30 (KTC880)
disp.

Axial
restraint

φ80.0�5.3
φ65.0�10.0

LY-100

SM490

Load cell

82 8260 60 60851
1 470

255
20

(mm)

Fig. 20  Testing specimen
図 20  試験体

Command strain %

Measured strain % 1st test1.5

0

�1.5

1.5

0

�1.5

0 100 200 300 400 500
time (s)

S
tr

ai
n 

(%
)

S
tr

ai
n 

(%
)

Fig. 21  Time history of strain of hysteretic damper
図 21  ダンパーのひずみの時刻暦

400

300

200

100

V
E
(c

m
/s

)

0 5 10 15 20
sαy1 (�10�3)

Fig. 16  VE vs. sαy1

図 16  VEと sαy1の関係

0.4

0.3

0.2

0.1

0 5 10 15 20
sαy1 (�10�3)

E
ne

rg
y 

di
ss

ip
at

io
n 

ra
ti

o

Fig. 17  Energy dissipation ratio vs. sαy1

図 17  エネルギー吸収率と sαy1の関係



エネルギー吸収デバイスを用いた超高層建物の制振構造

－  38 －JFE技報 No. 21（2008年 8月）

ブレースでは軸力管の長さが異なるための補正を行った。
実際に入力された波（1波目）を図 21に示す。ただし，縦
軸の振幅比は入力相対変位を軸力管長さで除した値であ
り，ブレース軸材のひずみ量に等しい。ダンパーの吸収エ
ネルギーに大きく影響する高振幅比に対して的確に再現さ
れていることが分かる。

4.3.2 実験結果および考察
載荷は計 10回行い，10回目の載荷時に耐力低下を起こ

して破壊に至ったため，そこで載荷を終了させた。
写真 1に最終破壊状況を示す。ブレース試験体の端部で
座屈が発生し，その谷部で亀裂を生じて破壊に至っている。
表 1に各回の結果を示す。回数を重ねるごとに累積塑性

変形倍率 ηが若干低下している。これは，試験体端部で生
じる局部座屈の累積が影響し，ブレースの剛性が低下した
ためであると推測される。
図 22に第 1波目の応力度 -ひずみ関係を示す。ひずみ硬
化の影響を受けて最大応力度が上昇しているものの，安定
した履歴を描いていることが分かる。試験体の保有累積塑
性変形倍率 ηは表 1の各回の値を足し合わせ，ηc � 16 081.1

と求まる。また，このとき，Wpc � 908.4 kN·m，Nyc � 124.4 kN

である。ただし，載荷時に破壊に至った 10回目の値は安全
側の配慮として除外している。ηcは解析で求めた ηdの約

86.3倍であり，対象とする二重鋼管ブレースは安全な性能
を有する。また ηdmaxに対しても約 24.4倍の余裕がある。
さらに図 15より想定される最大の VE � 550 cm/sに対して
も ηdmax � 2 432.2と計算でき，ηcは約 6.6倍の余力を残す
結果となっている。

5. 耐風耐震制振両用の
エネルギー吸収デバイス

5.1 試験計画

ここでは，JFE技研で開発中の風応答に対して設計した
粘弾性ダンパーと地震応答に対して有効な履歴型ダン
パー 14)を直並列に連結した図 23および写真 2に示す部分
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Table 1 Testing results

Number

Maximum stress
(N/mm2)

Dissipation 
energy

(kNm)

Cumulated 
ductility factor, η

plus minus

1 214 201   105  1 863

2 222 204   103  1 829

3 224 206   102  1 813

4 228 206   102  1 799

5 226 206   101  1 783

6 228 206   100  1 774

7 227 206    99  1 757

8 228 207    98  1 740

9 231 206    97  1 724

10 236 203    92  1 628

Sum. 1 000 17 709

表 1  試験結果
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制振壁タイプの複合ダンパーの性能評価について述べる。
履歴型ダンパーは，ウェブの一部を低降伏点鋼（t � 6 mm, 

σy � 225 N/mm2）とした 2本の間柱と横架材（ともに
H-450�200�12�19,  SN490B）で構成される。粘弾性ダン
パーは横浜ゴム（株）製高減衰ゴム (t � 5 mm)を二層に重
ねたものである。複合ダンパーは 2種のダンパーで構成さ
れ，粘弾性ダンパーは横架材を介して，低降伏点鋼パネル
と直列に，間柱と並列に連結されるため，直並列型と呼ぶ
ことにする。
上記ダンパーに対して 0.3,1 Hzの動的載荷を行う。振幅

は，層間変形角 R � 1/500（δ � 6 mm）を境として小振幅
（風応答を想定），大振幅（地震応答を想定）に分類する。

5.2 試験結果

（a） 履歴型ダンパー　低降伏点鋼パネルの復元力特性を図
24に示す。パネルの最大変位 Rpmaxは 1/16.9 radであ
り，座屈により耐力が低下する。パネルの降伏後も間
柱と横架材は接合部近傍の一部を除いて弾性範囲であ
る。小振幅時の減衰定数は 2～3％である。

（b） 粘弾性ダンパー減衰定数を図 25に示す。高減衰ゴム
変形のダンパー変位（横架材 -下梁間の相対変位）に
対する割合は 75～90％である。高減衰ゴム剛性は文献
15）の評価式剛性とほぼ等しい結果となったが，若干

の周期依存性があるため，複合ダンパーの性能評価に
は周期ごとに補正した値を用いる。減衰定数は約 0.3

である。
（c） 複合ダンパー･小振幅履歴曲線の一例を図 26に示す。

高減衰ゴムの変形は層間変形の約 60％，耐力分担率は
約 25％であり，複合ダンパーとしての減衰定数は 6～
7％となる。R � 1/500以下では履歴型ダンパーは弾性
で，主に粘弾性ダンパーがエネルギー吸収を行う（図
27参照）。

（d） 複合ダンパー･大振幅履歴曲線を図 28に示す。
Rpmax � 1/77.9 radである。パネルの性能は図 24の履
歴型ダンパー単体の場合と同等である。振幅が大きく
なるにつれ，パネルのエネルギー吸収分担率が上昇す
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Fig. 28  Hysteresis loops of hybrid damper (Large amplitude)
図 28  複合ダンパーの履歴特性（大振幅時）
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る（図 27）。高減衰ゴム変形は 10 mm（γ � 200％）以
下に抑えられ，性能低下は生じない。R�1/100時には，
粘弾性ダンパーの効果により履歴型ダンパーのエネル
ギー吸収能力が約 8％上昇する。
図 29に示すように，直並列型複合ダンパーは小振幅時

に粘弾性ダンパーが，大振幅時に履歴型ダンパーが主にエ
ネルギー吸収を行い，風･地震応答の両方に対して有効で
ある。また，大振幅時にも粘弾性ダンパーの変形を間柱の
弾性限変形以下に抑制することができ，粘弾性体を薄くす
ることで単位面積あたりの剛性向上が可能となる。

6. おわりに

本論では，最近の超高層建物への制振構造の適用傾向と

構造設計時の注意点について述べ，JFEで開発した制振ダ
ンパーの構造性能について概説した。また，超高層建物設
置された制振ダンパーのエネルギー吸収性能の長周期地震
動に対する要求性能と保有性能の検討を行った。
最後に，本報にて紹介した制振ダンパーの最近 5年の代

表的な採用実績例を表 2および写真 3に示す。同表に示す
ように，JFEの制震ダンパーは，鉄骨造の超高層建築のほ
か，RC造超高層建築向けにも多数採用されている。また，

Table 2  Example of buildings installed JFE hysteretic dampers

Number 用途 階数 構造 ダンパー鋼材 ダンパー台数 ブレース種別 地域
1 オフィス 12階 鉄骨造 LY100   118 ブレース型ダンパー 東京
2 オフィス 17階 鉄骨造 LY100   128 ブレース型ダンパー 東京
3 オフィス 28階 鉄骨造 LY100   156 ブレース型ダンパー 東京
4 オフィス 11階 鉄骨造 LY100    32 ブレース型ダンパー 東京
5 オフィス 26階 鉄骨造 LY100   340 ブレース型ダンパー 東京
6 住宅 40階 RC造 LY100    80 せん断型ダンパー 東京
7 複合施設 25階 鉄骨造 LY225   380 ブレース型ダンパー 東京
8 複合施設 13階 鉄骨造 LY225   112 ブレース型ダンパー 東京
9 オフィス — 鉄骨造 LY225   208 ブレース型ダンパー 岡山
10 住宅 31階 RC造 LY225    70 せん断型ダンパー 東京
11 住宅 30階 RC造 LY225    72 せん断型ダンパー 東京
12 オフィス 39階 鉄骨造 LY225   168 ブレース型ダンパー 東京
13 住宅 30階 RC造 LY160   444 せん断型ダンパー 神奈川
14 住宅 58階 RC造 LY225ほか 1 152 せん断型ダンパー 東京
15 住宅 59階 RC造 LY225    16 せん断型ダンパー 東京
16 オフィス 16階 鉄骨造 LY225    85 ブレース型ダンパー 大阪
17 住宅 40階 RC造 LY225    92 せん断型ダンパー 東京
18 生産施設 — 鉄骨造 LY225ほか    70 ブレース型ダンパー 東京
19 オフィス 23階 鉄骨造 LY100    28 ブレース型ダンパー 東京
20 耐震補強 8階 鉄骨造 LY225 — ブレース型ダンパー 東京

表 2  

Fig. 29  Energy dissipation mechanism of hybrid damper
図 29  複合ダンパーのエネルギー吸収メカニズム

Photo 3 Example of buildings installed JFE hysteretic dampers
写真 3  JFEの制振ダンパーの適用物件の例
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超高層建築以外でも，生産施設などでの採用が増加傾向に
ある。近年，首都圏直下型地震など極大地震の被害予測が
多数公表される中，今後，さまざまな建築用途で，制震ダ
ンパーの普及がいっそう進むと予想される。そのため，
JFEグループでは，今後も社会のニーズにマッチした制振
技術の開発を進めていく予定である。

第 4章の長周期地震動に対するダンパーの性能評価に関
する研究は，東京理科大学理工学部建築学科北村研究室と
の共同研究の成果の一部を使用している。ここに記して，
関係各位に謝意を表します。
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